
問当補助事業専用コールセンター☎050‐8894‐9330（平日午前8時30分～午後5時）

※いずれも令和7年4月1日以降に区内住宅に設置した
ものに限る。

①防犯カメラ
②カメラ付きインターホン
③防犯フィルム
④ガラス破壊センサー
⑤センサー付きアラーム
⑥センサー付きライト

「豊島区人事行政の運営等の状況の公表に関する条例」に基づき、区の
人事行政の運営と給与・定員管理の状況および23区が共同で設置して
いる特別区人事委員会の業務状況などをお知らせします。
詳細は豊島区人事白書参照。白書は区ホームページか
区役所本庁舎4階行政情報コーナーで閲覧できます。

⑦防犯ガラス
⑧面格子
⑨防犯性の高い玄関錠
⑩玄関補助錠
⑪窓補助錠
⑫防犯砂利

1月31日㈯（消印有効）まで
※窓口での申請は1月30日㈮まで

●窓 口…区役所本庁舎5階防災危機管理課、区民事務所で申込み。
●電子申請…2次元コードで申込み。
●郵 送…「〒330‐9799 埼玉県さいたま市中央区新都心3‐1 日本郵便 さいたま

新都心郵便局 私書箱150号 豊島区防犯機器等購入補助事業 担当者宛」へ。

区内在住の方
※1世帯1回まで

設置・購入費用の総額の4分の3
※上限3万円

9月に区立小学校教員が児童ポルノの動画・画像を所持した疑いで逮捕されま
した。この事件は、学校教育・教育行政への信頼を大きく失墜させる行為であり、
区政の最高責任者として、大変重く受け止めています。保護者の皆さまをはじめ
区民の皆さまに、心よりお詫び申し上げます。
教員の逮捕後は、速やかに教育長からコメントを発表し、緊急保護者会や臨時

校長・園長会などの開催、教職員への指導や校内巡回による不審物のチェック、
スクールカウンセラーによる相談対応など、事件の再発防止と児童・生徒の心の
ケアに向けた対策を実施しました。10月には、「児童等に対する性暴力等根絶の
ための対策推進本部」を立ち上げました。年内には総合対策を取りまとめ、公表
する予定です。断固たる措置を講じるとともに、こうした事案が繰り返されるこ
とのない環境づくりに徹し、区民の皆さまの信頼回復に努めてまいります。
また、区内在住の20代女性が勤務先のトイレで出産直後の女児を殺害するとい

う大変痛ましい事件が9月に発生しました。尊い命を奪う行為は、決して許され
ませんが、妊娠や出産を迎える女性、特に若い女性の中には、誰にも相談できず
孤立し、悩み、苦しんでいる方がいます。本区では、私が副区長在任中から、生
きづらさを感じている10代・20代の若い女性を支援する「すずらんスマイルプロ
ジェクト」を立ち上げ、区や民間支援団体が連携し、不安や悩みを抱えている方
への必要な支援に取り組んできました。しかし、今回の件で、こうした支援の存
在が、本当に必要な方に行き届いていない現実を痛感しました。そのため、区内
三警察署と連携し、飲食店などのオーナーを通じて若い女性従業員などに「すず
らんスマイルプロジェクト」の取組みを周知することをはじめ、早期に相談でき
る体制をさらに充実させ、支援が必要な方に向けた有効な発信に力を入れてまい
ります。11月には、「豊島区児童福祉審議会児童虐待死亡事例等検証部会」に対し、
発生要因分析と再発防止策検討について諮問しました。専門的な見地からの検証・
提言を踏まえ、再発防止策を具体化し、全力で取り組んでまいります。
1．民泊条例について
多くの区民の皆さまから不安の声が寄せられている本区の民泊への対応につい

ては、スピード感をもって検討を進めてきました。9月に、条例改正素案のパブ
リックコメントを行い、263件におよぶ様々なご意見をいただきました。このう
ち89件は、事業者からのものであり、「84日間の営業日数では、事業継続が困難。
投資回収できない」「2～3年の経過措置、激減緩和措置を取ってほしい」「既存事
業者は、適用除外とすべき」など、規制に否定的な意見でした。一方、区民の皆
さまから寄せられたご意見は、「木密地域や狭あい道路など本区の土地利用の実
態から第一種と第二種の住居地域、準工業地域も規制してほしい」「既存事業者に
適用しなければ、問題の解決にはならない」「罰則規定の新設、業務改善命令、業
務停止命令を徹底してほしい」など、生活環境の改善に向け、規制を求める内容
でした。6月の町会長アンケートにおいても、「区域を定め、期間を制限すべき」
とのご意見が約9割に上りました。さらに、これまで区民の皆さまから、民泊に
よる日々の生活環境の悪化と改善を求める多くの声が寄せられています。
区民・事業者双方のご意見を踏まえ検討したうえで、区民の暮らしを守ること

を最優先とし、10月の「第2回条例改正等検討会」での審議を経て、条例改正素案
の見直しを行いました。具体的には、新規設置の制限をかける区域を第一種と第
二種の住居地域や準工業地域まで広げ、実施期間は春休みを加えた120日とする
こと、条例の適用は1年間の猶予期間を設け、令和8年12月とする内容です。ま
た、改正条例案には、適正に運営していない事業者への、指導、勧告、公表の規
定を追加し、新たに罰則規定を設け、区域と期間の制限に違反した者に、5万円
以下の過料を科すなど、事業者への監督権限を強化します。さらに、「手続きルー
ルの強化」として、開設に関する事前説明会の実施や、海外在住事業者に対する
日本国内在住代理人の選定、町会加入に係る協議の実施、トラブル発生時におけ
る区民の要請に応じた協議の場の設置など、新たなルールを追加します。
「条例改正等検討会」は、設置を継続し、事業者や管理業者に対する指導・勧告
などの状況を報告のうえ、さらなる取組みについて、議論していただきます。本
条例の改正を機に、区の対応体制についても強化し、新たなルールの徹底など、
適正な民泊運営が図られるよう、全力を尽くします。
2．物価高騰対策について
⑴ 食料支援
第二回定例会では、米の物価高騰に対応するため、「子ども食堂」や「高齢者の

ための誰でも食堂」への補助金上限額を引き上げるとともに、「様々な困難を抱え
る若者への食の支援を行う団体」に対しても、上半期分の緊急対策として補助を
実施しました。現在も、食料品の高騰が続いており、区独自の物価高騰対策とし
て、下半期も支援を継続します。さらに、10月から、政府備蓄米を活用した支援
として、「子ども食堂」など区内20の食糧支援団体に対し、1トンのお米の配付を
開始しました。今後は、豊島区民社会福祉協議会や区内の食料支援団体と連携し、
区民ひろばを活用した「新たな食料支援の拠点づくり」を進め、さらに、様々な支
援を必要とする方々への支援拠点となるよう検討を進めます。
⑵ 福祉事業所などへの補助
福祉事業所などへの物価高騰対策として、東京都が支援期間を年末まで延長す

ることを受け、区民にとって極めて重要なサービスが質を落とすことなく提供さ
れるよう、東京都の支援対象とならない地域密着型介護サービス事業所や障害福
祉サービス事業所、私立幼稚園などに対する区独自の支援を同様に延長するため
の費用を、補正予算案に計上しています。
3．豊島区公園等再構築プランについて
165か所ある区の公園や児童遊園は、その6割以上が1，000平方メートル未満の
小規模公園で、老朽化した同じような遊具などからなる公園が点在しています。
身近に小さい公園が複数ある本区の特徴に着目して、「のびのび遊べる」「健康・

スポーツを楽しむ」「くつろぎ憩える」「緑・自然に親しむ」「安全・安心を担う」「地
域交流・にぎわいのある」の6つの役割に分類し、各公園などでその役割を分担
し、「コミュニティの場」としての公園や児童遊園となるよう、再構築の検討を進
めています。
モデル地区には、地域の核となる大きな公園や、親水施設などの特徴的な機能

を有する公園が少ない「高田地域」「巣鴨・西巣鴨地域」「高松・要町・千川地域」の
3地域を選定しました。今年3月から開催してきた町会・公園利用者・関係団体
へのヒアリングやワークショップでは、「ボール遊びや親水施設が少ない」「遊具
が同じものばかりで魅力的でない」「公園に親しみやすい名前や愛称をつけるとよ
い」といったご意見や「広場や、防災イベントができるインフラを整備してほしい」
など具体的な提案が出されました。地域の皆さまの思いと期待を受け止め、モデ

ル地区における公園などの機能分担を整理しました。
12月には、「豊島区公園等再構築プラン」の素案について、パブリックコメント
を実施し、地域の皆さまから愛される魅力ある公園へのリニューアルを進めてい
きます。
4．「第三次豊島区自転車等の利用と駐輪に関する総合計画」の策定について
これまで、今年度に計画期間が終了する「第二次総合計画」に基づき、自転車走

行空間の整備をはじめ、区立駐輪場における幼児座席付きなど「大型自転車が停
められるおもいやりゾーン」の整備や、自転車用ヘルメット購入補助などに取り
組んでまいりました。今年度中には、全ての区立駐輪場において、キャッシュレ
ス化が完了します。一方、必要な駐輪台数の確保や、全世代が参加する交通安全
研修会の実施、区立駐輪場定期利用のオンライン手続き導入などの課題に加え、
利用者アンケートや、自転車放置者へのヒアリングなどから見えてくる新たな課
題への対応も求められており、自転車の大型化や電動化、電動キックボードやモ
ペットなどの新たなモビリティ（移動手段）に対応できる区立駐輪場の整備や、危
険な走行を防止する対策なども進めていく必要があります。
こうした状況を踏まえ、基本構想・基本計画に掲げた「誰もが使いやすい駐輪

場の整備」「新たなモビリティに対応した交通安全の機運醸成」の方針に基づく「第
三次総合計画」を、今年度策定します。11月中旬には、素案として、放置自転車
対策や区立駐輪場整備などの「とめる」、交通ルールの遵守などの「まもる」、自転
車走行空間を整備する「はしる」、シェアサイクルを推進する「いかす」の4つの視
点に照らした基本方針と施策を示します。とりわけ、区立駐輪場の計画的な再整
備と管理・運営は、他自治体の例も参考にしながら、効率的な経営・管理手法の
導入を図ります。パブリックコメントでの意見を踏まえながら、「豊島区自転車等
駐車対策協議会」での答申を経て、3月の計画策定につなげていきます。
5．高齢者の健康応援について
⑴ デジタル化による健康事業の展開
11月から、「高齢者スマートフォン購入費助成事業」を開始しました。本事業で
は、通信事業者店舗など区内27か所で、購入時にスマホ教室を受講し、区公式 LINE
などを登録していただきます。また、10月から、リストバンド型活動量計「ミモ
リー」を活用した介護予防事業を開始しました。この事業は、「東京 Choju アプ
リ」と連動した「ミモリー」を参加者に貸与し、日々の活動量を見える化し、とし
まる体操をはじめとしたフレイル対策事業への参加状況などをアプリに記録する
ことで、活動意欲の向上を図ります。「としま健康チャレンジ！事業」は、健診受
診などの参加ポイントをシールで集める方法で実施してきましたが、今後は、多
くの区民の皆さま、特に働き盛りや若い世代の参加を促すため、スマートフォン
アプリに移行し、来年5月から利用できるよう、準備を進めています。
これらの事業により、区公式LINEのセグメント配信を活用した、その方のニー
ズに合った事業を紹介することで、地域に出る機会と事業参加による交流につな
げ、高齢者をはじめとした区民の皆さまの健康支援を進めていきます。
⑵ ワクチン接種
10月から、主に65歳以上の方を対象に、インフルエンザと新型コロナの定期接
種を開始し、対象者には予診票を送付しています。
両ワクチンの自己負担額は、区の補助などにより、昨年度と同額の2，500円と

し、重症化予防に効果のあるワクチンの早期接種を広く周知していきます。
6．教育について
⑴ 授業のデジタル化
「豊島区学習環境整備計画」に基づき、今年度は小・中学校12校へ電子黒板を設
置しました。授業では、子どもたちの学習意欲や積極性を引き出すとともに、教
員の負担軽減にもつながっており、来年度中には残る11校の整備を完了します。
また、指導者用のデジタル教科書は、区立小・中学校に9教科を取り入れました。
学校へのアンケートでは、子どもたちへの視覚的な効果が高く、理解度が増すこ
とや、教員の授業準備に効果的との回答が約9割を占めるなど、現場での実用的
な活用が見えてきています。引き続き、子どもたちの学習意欲の向上や学びの定
着につなげるため、学習環境の ICT化を一層充実させていきます。
⑵ 小1の壁対策
4月から全区立小学校で実施している「おはようクラス」は、11月時点で174名が
登録し、毎日30名程度の利用があります。7月の保護者アンケートでは、「何か
あったときに頼れるものがあるだけで安心して仕事ができる」など、好意的なご
意見が多く、共働き保護者への確かな支援につながっていると受け止めています。
「おかえりサポート」は、入学まもない4月と日没の早い10月から2月に実施する
こととしており、児童に付き添うルートの見直しなどの改善を行い、10月1日か
ら全校で再開し、初日から多くの児童が利用しています。児童や保護者からは、
「日没が早くなり、暗い道を帰るのが怖かったが、安心して帰宅できる」などの声
が届いています。児童の安全確保と、共働き保護者の心配や負担を軽減すること
で、社会的な課題である「小1の壁」を乗り越えるための支援を続けていきます。
⑶「豊島区不登校対策総合計画」について
近年、増加傾向にある不登校児童・生徒への支援をさらに強化し、不登校の未

然防止や早期発見・対応など支援策を総合的に推進するため、「豊島区不登校対
策総合計画」を今年度中に策定します。
本計画では、これまでの対策の拡充に加え、不登校児童・生徒の保護者支援の

充実と、区民ひろばなどを活用した「地域で支える不登校支援」を重点取組みとし
て位置づけます。現在、「豊島区教育委員会不登校対策委員会」で、計画の検討を
進めており、不登校児童・生徒の保護者を対象として開催した「未来としまミー
ティング」でいただいたご意見なども反映させていきます。今定例会で計画の素
案を示し、11月からパブリックコメントを実施します。多くの声をいただきなが
ら、より実効性がある計画になるよう、共に作り上げていきます。
7．おわりに
11月には、「東京2025デフリンピック」が、日本で初めて開催され、本区からは、
レスリングの三浦桂吾選手と水泳の久保 南選手が、日本代表として出場しました。
また、デフリンピックにあわせて開催した「初心者向け手話講習会」では、10代

から80代までの多くの区民の皆さまが参加しました。12月に開催する「ふくし健
康まつり」は、プチ手話教室やパラスポーツ体験を企画するなど、世代や障害の
有無を超えた交流を促進することを目的としています。手話言語の普及や、障害
者スポーツへの理解を深めるとともに、障害の有無だけでなく、様々な多様性を
認め尊重し合い、区の理念である「誰もがいつでも主役」となるまちの実現に向け
て、取組みを進めてまいります。

●職員の平均年齢、平均給料月額および平均給与月額 （令和7年4月1日時点）
区分 平均年齢 平均給料月額（注1） 平均給与月額（注2）

一般行政職（注3） 40．3歳 310，800円 426，800円
技能労務職 53．8歳 281，300円 385，700円

教育職（幼稚園） 31．5歳 295，400円 408，803円
（注1） 各職種ごとの職員の基本給の平均額です。
（注2） 給料月額と地域手当、扶養手当、住居手当、超過勤務手当などの諸手当の額を

合計したものの平均額です。
（注3） 事務系職員のうち税務系職員を除いた職員を対象としています。

●職員の初任給月額（令和7年4月1日時点） ●期末手当・勤勉手当（令和7年4月1日時点）

一般行政職
�類 220，000円

支給割合
期末手当 勤勉手当

�類 182，000円 2．50月分
（1．4月分）

2．35月分
（1．15月分）技能労務職 176，400円

※期末手当・勤勉手当の支給割合は一般職員の例です。（ ）内は再任用職員に係る支給割合です。

●その他の手当 （6年度決算）

区分 内容および支給単価 国の制度
との異同 支給実績

支給職員1人あたり
平均支給額
年額 月額

扶養
手当

配偶者 4，000円

異なる 99，048千円 184，447円 15，371円
子 9，500円
その他父母等 6，000円
満16歳年度の初め～満22歳
年度末までの子に係る加算 4，000円

住居
手当

借家（間）居住※ 27，000円
（最高）

異なる 81，507千円 169，807円 14，151円
配偶者等が借家（間）に居住
する単身赴任手当受給職員

13，500円
（最高）

通勤
手当 支給限度額 55，000円 同じ 307，184千円 165，419円 13，785円

※月額27，000円以上の家賃を支払っている職員が対象です。

●特別職の報酬等 （令和7年12月1日時点）
区分 給料・報酬月額 地域手当 月額計 期末手当

給料
区 長 1，082，800円 216，560円 1，299，360円 4．25月分
副 区 長 868，300円 173，660円 1，041，960円 4．15月分

報酬
議 長 930，800円 ― 930，800円 4．10月分
副 議 長 812，600円 ― 812，600円 4．10月分
議 員 628，700円 ― 628，700円 4．10月分

種類 期限 対象者 自己負担額または助成額 申請方法

高齢者インフルエンザ
（定期） 1月31日 65歳以上の方

（60～64歳で特定の障害がある方）
自己負担額…2，500円

※生活保護受給者等は無料 対象者には一斉に接種予診票を送付します。
紛失した方は、2次元コードから電子申請か電話（予防接
種グループ☎03ー4566ー4115）か窓口（池袋保健所、区役所本
庁舎4階保健所出張窓口、長崎健康相談所へ本人確認書類
を持参）で申込み。

新型コロナ(定期) 3月31日

帯状疱疹（定期）

3月31日

①令和7年度中に65・70・75・80・85
・90・95・100歳、101歳以上になる方
②60歳以上65歳未満で特定の免疫障害
がある方（要申請）

自己負担額…生ワクチン3，000円×1回または
不活化ワクチン11，000円×2回
※生活保護受給者等は無料

帯状疱疹（任意） 50歳以上で定期接種対象外の方
（要申請）

助 成 額…生ワクチン5，000円×1回または
不活化ワクチン11，000円×2回

2次元コードから電子申請か電話（専用ダイヤル☎03ー4566
4ー116）か窓口（池袋保健所・区役所本庁舎4階保健所出張
窓口・長崎健康相談所へ本人確認書類を持参）で申込み。

「豊島区防犯機器等購入緊急補助事業」の窓口での申請は1月30日㈮までです
第4回区議会定例会区長招集あいさつ11月12日、高際区長が行なった、招集あいさつの抜粋・要約です。

区ホームページ

申請方法

電子申請

問予防接種グループ
☎03‐4566‐4115成人ワクチン接種の期限が迫っています

●帯状疱疹について…定期接種の対象になるのは1名につき1回のみです。原則、任意接種制度を利用した方は、今後定期接種の対象にはなりません。

問人事グループ
☎03‐3981‐1247人事行政の運営と給与・定員管理の状況

豊島区人事白書

●職員の採用と退職の状況

採用（7年度）
事務 福祉 一般技術 医療技術 技能 教員 計
73人 81人 10人 9人 4人 0人 177人

退職（6年度）
定年 勧奨 普通 死亡 計
36人 38人 27人 1人 102人

※定年年齢の段階的な引上げにより、2年に1回、定年退職者がいない年度があります。
●主な休暇等の状況
年次有給休暇 平均取得日数は15．7日
育児休業 令和6年度の新規取得者数は80人（うち、男性職員27人）、平均取得日数は383日

人事行政の運営の状況

●勤務成績の評定
令和6年度は、管理職員は「職務目標の達成」および「職員の指導・育成」に係る成果などについての
評定、一般職員は、「業績」、「能力」、「態度」の評定を行いました。

●職員数の推移
年度 元（31）年度 2年度 3年度 4年度 5年度 6年度 7年度
職員数 1，985人 2，013人 2，009人 2，010人 2，016人 2，094人 2，161人
増減 12人 28人 △4人 1人 6人 78人 67人

職員数の状況
令和7年度の職員数は2，161人（暫定再任用フルタイム職員92人、一般任期付職員8人を含み、自治
法派遣職員11人、育休任期付職員4人を除く）です。

●人件費 （各年度普通会計決算）

区分 住民基本台帳人口
（各年度末）

歳出額
（A） 実質収支 人件費

（B）
人件費比率
B/A

5年度 292，339人 1，441億円 27億円 227億円 15．7%
6年度 294，595人 1，497億円 28億円 258億円 17．3%

●職員給与費 （各年度普通会計決算）

区分 職員数
（A）

給与費 1人あたり給与費
B/A給料 職員手当 期末・勤勉手当 計（B）

5年度 1，985人 66億円 25億円 32億円 123億円 6，216千円
6年度 1，985人 69億円 27億円 35億円 131億円 6，593千円
※職員手当には退職手当を含みません。

給与の状況
地方公務員の給与は、地方公務員法により、生計費、国や他の地方公共団体の職員、民間企業の従
業員の給与などを考慮して定めることとされています。
23区では、法律に基づき設置された特別区人事委員会が、毎年、23区内の民間企業の給与などを調
査し、民間従業員の実態と合うように、区に対して給与の勧告などをします。区ではこれに基づき、
区民の代表である区議会の審議、議決を経て、条例で給与を決定します。
このように、職員の給与は、民間企業の給与水準を適正に反映しています。
※各表については端数処理のため計は一致しません。
※令和7年度特別区人事委員会勧告に基づく給与改定前の状況です。

●退職手当 （令和7年4月1日時点）
区分 自己都合 勧奨・定年

（
支
給
率
）

勤 続20年 18．00月分 24．55月分
勤 続25年 28．00月分 32．95月分
勤 続35年 39．75月分 47．70月分
最高限度額 39．75月分 47．70月分

その他の
加算措置

早期退職者割増制度
（50～59歳かつ勤続25年以上
年2%加算）

1人あたり
平均支給額（※） 3，552千円 21，557千円

※6年度に退職した全職種に係る職員に支給され
た平均額です。

●地域手当 （6年度決算）
支給実績 1，562，653千円

1人あたり
平均支給額

年額 724，457円
月額 60，371円

●超過勤務手当 （6年度決算）
支給実績 592，690千円

1人あたり平均支給月額 24，000円

●特殊勤務手当 （6年度決算）
支給実績 35，295千円

1人あたり平均支給月額 11，997円
支給職員の割合 12．6%

手当の種類（手当数） 5種類

対象防犯対策用品 対象者 補助額申請期限
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